
国際比較調査におけるレスポンス・スケールの等価性に関する研究（１）＊

真 鍋 一 史＊＊

１．はじめに

日本は、質問紙調査（questionnaire survey）

あるいは世論調査（public opinion poll）につい

ては、いわゆる先進国であり、毎年おびただしい

数の調査がさまざまな機関によって実施されてい

る。これは、毎年、総理府がまとめて発表してい

る『世論調査年鑑』を参照することで一目瞭然と

なる（Nishihira，１９８３）。

このような質問紙調査あるいは世論調査の最近

の新しい傾向の一つとして、同時に多くの異なる

国（地域）を対象とする大規模な国際比較調査

（large scale multi-national comparative sur-

veys）の実施ということがあげられる。そして、

その典型的な事例としてしばしば言及されるの

が、米国ミシガン大学 Survey Research Center/

Center for Political Studiesの Ronald Ingle-

hart教授が主宰する「世界価値観調査（World

Values Survey＝WVS）」と、ドイツ・マンハイ

ムの「世論調査の方法と分析のための研究セン

ター（Zentrum für Umfragen, Methoden und

Analysen＝ZUMA）」と米国シカゴ大学の「全国

世論調査研究センター（National Opinion Re-

search Center＝NORC）」が中心になり、そこ

に各国の大学・研究所・調査機関が加わり、設立

された「国際社会調査プログラム（International

Social Survey Programme＝ISSP）」の二つであ

る。

日本との関わり合いについては、まず、前者に

ついては、R. Inglehart教授からの呼びかけに応

じて�余暇開発センターが１９８１年度の調査から、
そして�電通総研と�余暇開発センターが共同で

１９９０年度の調査から参画している。筆者は１９９５年

以来、共同研究の形で、この「世界価値観調査デー

タ」の、�共同利用のための準備作業と、�二次
的分析の試み、を進めてきている（真鍋ほか、

１９９６、１９９７、１９９７、１９９９）。つぎに、後者につい

ては、NHK（放送文化研究所・世論調査部）が

１９９２年度から正式のメンバーとして加盟してお

り、筆者は NHKからの依頼で１９９７年度から日本

代表の一人として総会・質問紙原案作成委員会・

研究発表会に参加するとともに、日本と各国との

比較に焦点を合わせたデータ解析の作業を行なっ

てきている（真鍋ほか、１９９７、１９９９、真鍋、１９９９、

１９９９）。

さて、このような国際比較調査においては、比

較のための測定（measurement）の等価性

（equivalence）の検討がきわめて重要な課題と

なってくる。もちろん、測定の等価性という問題

は、何も国際比較調査に固有な問題というわけで

はない。Kaplan（１９６４）が指摘しているように、

測定というものの本質は、「標準化の原則（the

principle of standardization）」、つまり「測定の

単位は時間と空間を越えて一定でなければならな

い」という原則にある。このような原則を立てて

おかなければ、そもそも比較ということは成り立

たない。質問紙法（questionnaire method）に

もとづく調査では、質問項目とその回答の選択肢

をどの回答者にとっても同じ意味になるように作

成するということが重要な課題となる。しかし、

実際の調査においては、それぞれの回答者がそれ

らをまったく違った意味で受け取ってしまうとい

うこともすでに広く知られている。国際比較調査

の場合には、このような比較ということについて

の根源的な問題に加えて、さらに Almondと
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Verba（１９６３）の言葉を借りるならば、一つの国

を扱っているときには無視できるたくさんの問題

に直面しなければならなくなる。この点について

は、筆者（真鍋、１９９９）は、すでにそれらを、�
変数──「被調査者の個人的属性や社会的環境に

関する変数」と「被調査者の意見・態度・行動に

関する変数」──の等価性の問題、�社会の変化
の影響の問題、�翻訳の問題、�デ―タ解析の問
題、に分けて、それぞれについて詳細な検討を加

えた。

たしかに、国際比較調査においては、測定の等

価性をめぐって、さまざまな問題が検討されなけ

ればならない。しかし、それらのなかでも、調査

の質問項目とその回答の選択肢の「翻訳」こそが

最大の問題であるということに異論を唱える者は

いないであろう。こうして、国際比較調査におけ

る翻訳の問題に関しては、さまざまな角度から研

究が進められてきている。この領域の文献レ

ヴューについては、Janet A. Harkness ed.,

Cross-Cultural Survey Equivalence, ZUMA

NACHRICHTEN SPEZIAL, No. 3, 1998を参照

されたいが、そこで紹介されているMINTSプロ

ジェクト（Research into Methodology of Inter-

cultural Surveys）は、この領域の新しい試みと

して注目される。本稿は、この文献にもとづいて、

MINTSプロジェクトにおけるレスポンス・ス

ケールをめぐる議論を整理するとともに、この研

究プロジェクトへの日本の参加の意義を提案する

ものである。

さて、質問紙調査の諸項目は、さまざまな基準

によってさまざまに分類されてきた。筆者（真鍋、

１９９３）は、つぎのような分類の仕方を採用してい

る。それは、まずそこで使用されている質問諸項

目が open-ended questions（質問に対する決まっ

た回答形式を定めず、被調査者に自由な表現形式

で回答を求める形式）であるか、それとも closed-

ended questions（質問に対してあらかじめ選択

肢を用意して、そのなかから被調査者に回答を選

ばせる形式）であるかを検討し、それらが後者で

ある場合は、さらにそれらが cafeteria questions

（次元の異なる選択肢をいくつか設ける方式）で

あるか、それとも range questioins（同じ次元の

異なるレベルの選択肢をいくつかを設ける方式）

であるかを検討するというものである。MINTS

プロジェクトが、国際比較の可能性と問題性の検

討のために取りあげるのは、まさにこのような

range questionである。そして、このような回

答の選択肢のそれぞれのセットがレスポンス・ス

ケール（response scale：回答の尺度）と呼ばれ

るものである。

２．調査におけるレスポンス・スケール
の位置とその種類

MINTSプロジェクトは、ドイツ・マンハイム

の ZUMAと米国シカゴ大学の NORCの共同研

究として進められている「レスポンス・スケール

の翻訳の可能性と問題性を探究するための実験的

な試み」である。

調査の質問項目は、一般に、つぎのような部分

から構成される。

�導入の部分。
�質問の部分。
�レスポンス・スケールと、たとえば「それぞ
れの枠内にレ印をつけてください」というよ

うな指示を与える部分。

そして、国際比較という視点を採らない調査に

ついては、上述の���のすべての部分につい
て、すでにかなりの研究の蓄積がある。たとえば、

以下のような文献をあげることができる。

・質問への導入に関する研究（Cannel et al.,

1979; Schumann and Presser, 1981; Con-

verse and Presser, 1994）。

・質問のワーディングに関する研究（Hippler

et al., 1987; Bradburn and Sudman, 1991;

Converse and Presser, 1994; Sudman et

al., 1996; Schwarz, 1996）。

・質問の長さに関する研究（Payne, 1951;

Cannell et al., 1979; Converse and

Presser, 1994）。

・質問の順序に関する研究（Schumann and

Presser, 1981; Hippler et al., 1987; Con-

verse and Presser, 1994; Wanke and

Schwarz, 1997; Sudman et al. 1996）。
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・レスポンス・スケールのデザインに関する研

究（Schumann and Presser, 1981; Presser

and Schumann, 1980; Converse and

Presser, 1994; Schwarz, 1996; Krosnick

and Fabrigar, 1997）。

・レスポンス・スケールと質問項目との関連に

関する研究（Hippler et al., 1987; Schwarz

et al., 1991; Schwarz and Hippler, 1991;

Schwarz, 1996）。

ところが、国際比較調査については、そのよう

な方法論的な検討はいまようやく始まったばかり

である。では、その方法論的な検討の戦略として

は、どこから手をつけるのが望ましいのであろう

か。MINTSプロジェクトが、まず取りあげたの

は、レスポンス・スケールである。そして、それ

も ISSPの英語とドイツ語の表現形式の検討から

始めている。そこでは、一方で ISSPで最も普通

に使われているレスポンス・スケールの表現形

式、たとえば「そう思う／そう思わない」「賛成

／反対」「重要である／重要でない」などが取り

あげられるとともに（Davis，１９９３）、他方で ISSP

では用いられていないレスポンス・スケールの表

現 形 式 に も 検 討 が 加 え ら れ て い る

（Smith，１９９７）。

いうまでもなく、現在、質問紙調査においては、

じつにさまざまなテーマ（トピックス）が取りあ

げられている。それは、B. Berelson（１９７０）の

「欲しさえすればどのような種類の意見や行動に

関するデータでも（たとえば、態度、価値、道徳

様式から、育児法、宗教活動、家族行事、性行動、

余暇活動、さらには生産意欲、幸福感まで）質問

紙調査という手段を用いて体系的に集めることが

可能になった」という指摘に端的に表現されてい

る。こうして、それぞれの質問紙調査ごとに、そ

こで扱われるテーマ（トピックス）はじつにさま

ざまであるということになる。ところが、そのよ

うなテーマ（トッピクス）の多様性とは裏腹に、

それぞれの質問に対する回答の選択肢の部分──

つまりレスポンス・スケールの部分──について

は、ある種の「標準化の方向」ともいうべき傾向

が見られる。そして、このようにレスポンス・ス

ケールについて、いったん「標準的なフォーマッ

ト（standard format）」が確立されたならば、

その後は、その同じフォーマットのスケールが繰

り返し用いられることになるのである。

Davis（１９９３）は、１９８５年から１９９３年までの ISSP

の質問諸項目を詳細にレヴューしている。因み

に、各年度ごとの調査テーマはつぎのとおりであ

る。

１９８５年 「政府の役割（第一回）」

１９８６年 「社会的ネットワークとサポート・シ

ステム（第一回）」

１９８７年 「社会的不平等（第一回）」

１９８８年 「家族と性役割（第一回）」

１９８９年 「仕事と余暇（第一回）」

１９９０年 「政府の役割（第二回）」

１９９１年 「宗教（第一回）」

１９９２年 「社会的不平等（第二回）」

１９９３年 「環境問題（第一回）」

Davisによれば、このような七つの調査テーマ

についての九回の調査──「政府の役割」と「社

会的不平等」についてはすでに二回目のいわゆる

「反復調査」が実施されたので──において、そ

れぞれ「そう思う／そう思わない」というフォー

マットのスケールは９２回、「重要である／重要で

ない」というフォーマットのスケールは２３回、「認

める／認めない」というフォーマットのスケール

は２２回、「賛成／反対」というフォーマットのス

ケールは１１回、使用されているという。また米国

シカゴ大学の NORCが毎年実施している「総合

的社会調査（GSS）」においても、ほぼ毎年同じ

フォーマットのスケールが繰り返し使用されてい

る（Davis and Smith，１９９２）。

以上から、MINTSプロジェクトでは、国際比

較調査に関する方法論的な研究の出発点として、

調査のレスポンス・スケールに焦点が当てられる

ことになったのである。

３．アグリーメント・スケールの多様性
とその影響

世界の国ぐにで実施されている主要な調査にお

いては、必ずといっていいくらい「そう思う／そ

う思わない」というレスポンス・スケールが用い
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られている。ここでは、このようなスケールを「ア

グリーメント（agreement：同意）・スケール」

と呼ぶことにする。基本的には、それは「そう思

う／そう思わない」というフォーマットで提示さ

れるが、詳細に検討するならば、このスケールに

ついても、いくつかのバリエーションが区別され

る。そして、ある特定の調査ではある特定のフォー

マットが用いられ、また別の調査では別のフォー

マットが使われるという傾向が見られるととも

に、ここでもいったんある調査であるフォーマッ

トが採用されると、しばらくはその同じフォー

マットが継続して使用されるという傾向があるこ

とがわかる。

その具体的な例として、英語版の調査票からつ

ぎのようないくつかのバリエーションがあげられる。

�回答者に対して読みあげる選択肢が「そう思
う」あるいは「そう思わない」の二者択一の「強

制選択（forced choice）」式のレスポンス・スケール。

Source: American General Social Survey

(GSS), Cumulated Codebook, Q. 357 a, 1972

－1993.

�４点スケールの「強制選択」式のレスポンス
・スケール。つまり「そう思う」と「そう思わな

い」がそれぞれ「非常に」と「やや」に分けられ、

しかし「どちらともいえない」という「中間の選

択肢（middle option）」は設定しない形式のスケール。

Source: British Social Attitudes (BSA), Cu-

mulated Sourcebook. K－15 (1987/1989).

�７点スケールあるいは５点スケールの形式。
ここでは「中間点（middle point）」が設定され

るとともに、「そう思う」と「そう思わない」が

それぞれその程度に応じて２段階あるいは３段階

に分けられ、加えてつぎのイギリスのケースでは

その程度を表わす修飾語（modifier）の位置が�
のケースとくらべて逆（後）になっている（その

部分をイタリックにしている）。

Source: British Social Attitudes (BSA), Cu-

mulated Sourcebook. K－15 (1987/1989).

�「標準的な（standard）」ISSPのフォーマッ

ト（修飾語はイタリックにしている）。

Source: ISSP 1993－GSS (USA) Q 542 A.

�標準的な ISSPのレスポンス・スケールの

オーストラリア版。ISSPとの相違点は、オース

トラリア調査が「郵送調査（mail survey）」で行

なわれているところから、それがより回答者の目

を引くように工夫されているということであろ

う。

To begin with we have some questions about

(topic). Do you agree or disagree…(topic)

Agree

Disagree

Don’t know

No answer

Not applicable

Strongly agree

Agree a little

Disagree a little

Strongly disagree

DK

NA

Agree strongly

Agree

Neither agree nor disagree

Disagree

Disagree strongly

DK

NA

Strongly agree

Agree

Neither agree nor disagree

Disagree

Strongly disagree

Can’t choose, Don’t know

NA, Refused
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さて、レスポンス・スケールのフォーマットに

おける以上にあげたような差異は、被調査者の回

答の傾向にどのような影響を与えるであろうか。

この点については、認知科学的な調査方法論の研

究の系譜が注目される。そこでは、以下のような

諸知見が示されている（文献レビューについては

Schwarz，１９９６を参照されたい）。

・回答者は調査の質問文を理解するためにレス

ポンス・スケールを利用し、また逆にレスポ

ンス・スケールを理解するために質問文を利

用する。

・「同じ」内容の質問に対する回答の集合的な

分布（distribution）──それぞれの選択肢を

選ぶ回答者の％──が、そこに提示されるレ

スポンス・スケールの性質（characteristics）

によって異なるものとなる。

・レスポンス・スケールのそれぞれの選択肢に

言語的なラベル（verbal labels）や数値的な

ラベル（numeric labels）が付けられている

かどうかということが、それぞれがどのよう

なラベルであるかということとともに、被調

査者の回答の傾向に影響を与える。

こうして、調査で用いられるレスポンス・ス

ケールの等価性の問題とともに、そうしたレスポ

ンス・スケールのデザインのもたらす影響という

問題は、国際比較調査においてさらに増幅された

ものとなる。それは、一つにはそのようなレスポ

ンス・スケールがほかの言語へ「翻訳」されなけ

ればならないからである（Harkness, 1993, 1996;

Van de Vijver and Leung, 1997）。

４．レスポンス・スケールの強度の測定

レスポンス・スケールの研究における最初の目

標は、「そう思う／そう思わない」「賛成／反対」

「重要である／重要でない」などのそれぞれのレ

スポンス・スケールのいくつかの選択肢、つまり

それぞれの次元におけるいくつかの「程度（de-

gree）」の段階をどのような表現（expression）形

式で表わすかということである。国際比較調査の

場合はしばらく措くとして、単一文化における

（mono-cultural context）調査の場合は、すでに

そ れ ら レ ス ポ ン ス・ス ケ ー ル の「強 度

（strength）」を測定するアプローチが開発されて

きている。それは、ある特定のレスポンス・スケー

ルにおけるそれぞれの段階を表現する用語

（terms）について、その強度を回答者に判断さ

せるというものである。このアプローチにはつぎ

の三つの標準的な方法がある。

�それぞれの用語を、「より弱い」から「より

Yes !! Strongly agree

Yes Agree

？？ Neither agree nor disagree

No No Disagree

No!! No!! Strongly

― (Can’t choose)

▼
Please circle a ward

a. text first item Yes!! Yes ?? No No!! ―

b. text second item Yes!! Yes ?? No No!! ―

c. text third item Yes!! Yes ?? No No!! ―

d. text fourth item Yes!! Yes ?? No No!! ―

Source ISSP！９８８Australis Q１． Yes!! Yes ?? No No!! ―
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強い」へ、あるいは「より少ない」から「より多

い」へといった一つの連続体（continuum）の上

にランクづけるという「序列法」である（Spec-

tor，１９７６）。いうまでもなく、この方法ではそれ

ぞれの用語の相対的な位置が示されるにとどま

り、それら用語間の絶対的な強度あるいは距離が

知られるわけではない。

�それぞれの用語を、普通は１０点から２０点と
いった一つの数値的なスケール（numerical

scale）の上に評定していくという「評定法」で

ある（Wildt and Mazis, 1978; Worcester and

Burns, 1975; Myers and Warner, 1968; Cliff,

1959; Jones and Thurstone, 1955; Mittelstadt,

1971）。この方法によるならば、それら用語間の

絶対的な強度あるいは距離を知ることができ、こ

うして「等現間隔尺度（equal-appearing interval

scale＝Thurstone scale）」の作成が可能となる。

この方法では、「意味差判別尺度（semantic differ-

entuial scale）」（Osgood et al., 1957）がまさに

そうであるが、アルファベットのスケール、ある

いはラベル付けられていないスペース、桟、箱な

どのスケールを用いることもできる。文字やス

ペースが数値に変換（transform）されるからで

ある。

�それぞれの用語を「比例（率）尺度（ratio

scale）」の上に位置づける「大量測定法」が開発

されてきた（Wegener, 1991; Hougland et al.,

1992）。この技法では、調査者（ときには回答者）

が特定の準拠となる用語（a reference term）に

ある任意の数値を与え、回答者にその基本的な用

語との比例の関係でほかの用語を評定してもらう

が、普通はその評定は、たとえば線でいえば、そ

の数と長さというような二つのモードによってな

される。このようにして作成されたスケールで

は、人びとの集合体の反応を全体として測定する

こともできるし、また個々人の反応を個別に測定

することもできる。このスケールは、それぞれの

用語の評定を限られた点数のなかから判断しなけ

ればならない数値的なスケールの場合にくらべ

て、より的確な評定を可能にするものといわれ

る。

これら三つの方法のなかで、MINTSプロジェ

クトにとっては、�の「評定法（rating ap-

proach）」が最も適切なものと判断された。それ

は、一方で�の「序列法（ranking method）」で

は、さまざまな用語を言語の違いを越えて（たと

えば英語とドイツ語というように）対応させるた

めに必要な数値的な正確さといったことを確保す

ることができないからであり、また他方で�の「大
量 測 定 法（magnitude measurement tech-

nique）」はその取扱いがあまりにも面倒であり、

また一般の人びとが簡単に回答できるようなもの

でもなく、さらにその技法が達成しようとするい

わば超精密性（extra precision）のようなものは

MINTSプロジェクトにはとくに必要ないものと

いえるからである。

さて、「評定法」は、これまでさまざまな用語

を評定するために用いられてきた。MINTSプロ

ジェクトでとくに関心が示されたのは、一般的な

「よい──わるい」あるいは「肯定（positive）─

─否定(negative)」といった次元でさまざまな用

語を評定する技法と、それらの次元の修飾語

(modifiers)の 強 度 を 評 定 す る 技 法 で あ る

（Worcester and Burns, 1975; Wildt and Mazis,

1978）。これらと同じ線上で、確率的な表現のス

テートメントの評定の研究（Lichtenstein and

Newman, 1967; Wallsten et al., 1986）、頻度を

表わす用語の評定の研究（Simpson, 1944; Spec-

tor, 1976; Schaeffer, 1991; O’Muircheartaigh et

al., 1993）、世論調査の結果の％の報告の用語の

評定の研究（Crespi, 1981）、などがある。

これらの研究では、つぎのような諸知見が確認

されている。

・このような方法論的な調査の被調査者──多

くの場合米国の大学生である──は、その調

査の課題である「評定」の作業を十分にこな

すことができる。

・「評定法」と「序列法」の結果は、それぞれ

のテーマ（あるいはトピックス）と調査対象

者の違い（大学生以外の場合もある）を越え

て、きわめて類似したものとなる。

・テストと再テストでほぼ同じ結果が得られる

ところから、その測定の信頼性（reliability）

は高いといえる（一般に、測定において、反

復測定しても同じ結果が得られる場合、その
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測定の信頼性は高いといわれる）。

・「評定」の処理あるいは手続に若干の差異が

あっても、それぞれの結果は十分に比較が可

能である。

・頻度を表現する用語（Schaeffer, 1991; Brad-

burn and Sudman, 1979）や、特別の修飾

語（qualifiers）などについては、さらに別

の考察が必要である。

つぎに、「強度（intensity）」を評定する技法

であるが、これはレスポンス・スケールで用いら

れる用語（scale terms）とその回答の修飾語

（qualifiers）の「強度」の分析を、さまざまなレ

スポンス・スケールへの回答の分布（distribu-

tion）の比較にもとづいて試みようとするもので

ある（Smith, 1979; Lauman et al., 1994）。こ

の技法は、具体的には、さらにつぎの二つに区別

される。

（�）異なる回答者を用いる実験デザイン（an

across respondents design）：これは、無作為に

選ばれた二つの回答者のグループに、いくつかの

レポンス・スケールに答えてもらって、その結果

を分析するというものである（Clogg, 1982;

1984）。

（�）同じ回答者を用いる実験デザイン（a

within subjects design）：これは、同じ回答者の

グループに、異なるレスポンス・スケールを用い

た同じ内容の質問項目に対して、二回あるいはそ

れ以上答えてもらって、その結果を分析するとい

うものである。

最後に、このような回答の分布を分析する技法

の利点と欠点についても、検討しておかなければ

ならない。

まず、利点としては、この技法が回答者に新奇

な特別な課題を要求するというものではなく、ご

く普通の質問紙調査の方式で課題に答えてもらう

──つまり、あるテーマあるいはトピックスをめ

ぐる質問項目に対して、標準的・典型的なレスポ

ンス・スケールを用いて答えてもらう──もので

ある、ということがあげられる。このような質問

紙調査の技法は、現在では、多くの一般の人びと

にとって、すでに多かれ少なかれ「なじみ」のあ

るものとなっているからである。

つぎに、欠点としては、つぎのような点があげ

られる。

・質問紙調査の形式をとるところから、どうし

ても一度に限られた数のレスポンス・スケー

ルしか使えない。

・統計学的には相対的に多くの被調査者（回答

者）を必要とする。

・レスポンス・スケールの差異にもとづく分布

の型の変化という問題を検討する場合には、

そのための前提として「真の分布（true dis-

tribution）」という考え方とそのモデルが不

可欠となるが、それはかなりやっかいな課題

といわなければならない。因みに、このよう

な方法は、「判定と決定（judge and deci-

sion）」（Schwarz、1996）や「ファセット

・セオリー（Facet Theory）」（Borg, 1994;

Borg and Groenen, 1997）に関する最近の

文献とはまったく別の線上にあるものといえ

る。

さて、以上において、「評定法」に関してかな

り詳細に検討してきた。このような検討から、つ

ぎのような結論が導かれる。つまり、MINTSプ

ロジェクトのような国際比較を目標とする実験的

な研究にとっては、このような「評定法」はきわ

めて有効なものであるということである。それ

は、この方法によって、一方でさまざまな質問と

回答のレスポンス・スケールの用語を０点から２０

点までの２１点スケールで回答者に評定してもらう

ことが可能になるとともに、他方でこのような操

作をとおしてひとまず比較のための出発点に必要

な強度についての数量化された得点（quantified

intensity scores）の獲得が可能になるからにほ

かならない。こうしてMINTSプロジェクトにお

いては、米国とドイツのレスポンス・スケールの

比較のために「評定法」が採用されることになっ

たのである。

しかし、米国とドイツの比較だからこそ、この

ような「評定法」が有効であったともいえる。つ

まり、この両国の比較においては、それらが同じ

西欧社会の国であるところから、ある程度の文化

の共有化を前提とすることが可能であった。しか
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し、世界の別の地域や国ぐにを比較の対象に取り

上げようとするならば、つぎのようなさまざまな

問題が出てくることになる。

・それぞれの国（地域）の文化的背景からする

ならば、「評定」の点数についても、縁起の

いい数と、縁起のわるい数ということがかか

わってくる。

・それぞれの国（地域）で、教育をはじめとし

て──たとえば成績の評価のスケールなど─

─、さまざまの領域ですでに確立している標

準的な──したがって定着した──「評定ス

ケール」というものがある。

・一桁の数以外の数──たとえばMINTSプロ

ジェクトでは０点から２０点までの２１点スケー

ルを用いている──を用いて、回答者に評定

作業をしてもらうという課題そのものに対す

る「なじみ」の程度が、国（地域）によって

大きく異なる。

もっとも、このような問題は、一般的にはある

程度まで予測が可能であるにしても、より具体的

な個別の問題の発見のためには、やはりそのため

に特定の国（地域）を比較の対象に取りあげる国

際比較・共同研究がどうしても必要になってく

る。現在、筆者は、日本の質問紙調査で多用され

ているレスポンス・スケールの分析を、ドイツ・

マンハイム ZUMAの Peter Ph. Mohler教授、

Janet A. Harkness博士と共同研究の形で進めて

いるが、この共同研究の意義と目標はまさにこの

ような点にあるといえるのである。
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A Study of Equivalence of Expressions from Response Scales
Used in Cross-National Survey Research (1)

ABSTRACT

The purpose of this paper is to review studies on equivalence and non-equivalence

of translated instruments in cross-national survey researches, which is based upon a

literature survey in Janet A. Harkness ed., “Cross-Cultural Survey Equivalence,”

ZUMA NACHRICHTEN SPEZIAL, No. 3, 1998.

The first section of this paper deals with the findings of empirical research on ex-

pressions from response scales used in cross-national survey research.

The second section reviews the MINTS project (Research into Methodology of In-

tercultural Surveys) which was carried out as a comparative and collaborative re-

search of ZUMA (Zentram für Umragen, Methoden und Analysen, Mannheim, Ger-

many) and NORC (the National Opinion Research Center, University of Chicago,

USA). The MINTS project investigated expressions used in English and German

ISSP (the International Social Survey Programme) response scales. The project is the

first step in a research program aimed at exploring the limits and possibilities of

translation with respect to response scales.

The third section suggests the meaning and merit for Japanese scholars to join

this MINTS project.

Key words: cross-national survey research, response scale, equivalence
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